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第 3 章 プロジェクトの内容 

3-1 プロジェクトの概要 

イラク国の電気通信サービスは、戦争による機材等の損傷によって、既存のアナログマイクロ伝送路は機

能を停止している。また、それに接続する交換機も損傷によって、サービス可能な回線数が大幅に限定され

ている。かかる状況を改善するため、同国政府は緊急に現在の基幹通信網を復興させることを計画し、その

ために必要な機材を設置して公共における通信の手段を確保することを目標とするものである。 

本プロジェクトは、上記目標を達成するために戦争にて被害を受けた既存機材の更新を行うとともに、イラ

ク国側技術者に当該機材の維持管理に必要な訓練を実施することとしており、これにより、公共における通

信手段を確保することが期待される。尚、この中において、協力対象事業は、イラク国南北基幹通信網の建

設に必要な伝送ならびに交換機材を調達し、それらを設置するものである。 

3-2 協力対象事業の概略設計 

本概略設計調査におけるイラク国関係者との協議において要請のあった内容および優先順位については

以下の通りである。なお、国際中継交換機は、イラク側で既に調達及び据付け工事を実施していることから、

イラク側が要請を取り下げた。 

 

第 1 位：南北基幹通信網（バックボーン）の復興整備  

   バグダッドから南 539km までのメインルートと北 377km までのメインルート、基幹

通信伝送路から分岐中継される分岐ルート（リハビリ対象無線局：計 36 局）の更新

並びにテレビ伝送機材の更新  

第 2 位：国内電話交換網の復興整備  

中継・市外交換機（10 台）と市内交換機（7 台）の復興整備、100 小容量デジタルマ

イクロ波伝送リンク設備（100 台）の供与  

第 3 位：国際通信網の復興整備  

インテルサット地球局の更新（2 基）  

本調査団はイラク国側からの要請内容を検討し、緊急無償資金協力としての妥当性について裨益効果の

面を中心に検証し、本案件における相応しい供与内容を『南北基幹通信網整備計画』、及び『市外電話交

換網整備計画』として結論付けた。なお検討に当たっては、上記要請項目のうち、基幹通信網中の分岐部

分のテレビ伝送機材、市内交換機、小容量デジタルマイクロ波伝送リンク設備及びインテルサット地球

局の機材は、次の理由で協力対象から除外した。 

 

- テレビ伝送機材（一部のラジオ局も含む）： 幹線から分岐する局の放送機材及びそこに接続するマイクロ

波無線伝送機材については、緊急性が低いと判断される。ただし、幹線経路中にあるテレビ局機材は、ニ
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ュースの配信等に活用できることから、イラク国民に裨益する点で協力対象に含める。 

- 市内交換機： 電話加入者系の整備は当初からイラク側の要請には含まれていないため、加入者系を上

位の交換網に接続する役割の市内交換機の整備についても、イラク側で実施することが適当である。 

- 小容量デジタルマイクロ波伝送リンク設備： 主に市内交換局と中継・市外交換局とを無線で結

ぶために使用される機材であることから、市内交換機と合わせてイラク側で整備を行うことが適

当である。  

- インテルサット地球局： 国際通信には必要な機材であるが、現在でも何とか超小型衛星地球局で国際通

信を行っている状況から、緊急性は高くないものと判断される。 

 

3-2-1 設計方針 

 

南北基幹通信網整備計画 

(1) 設計方針 

既存の南北基幹通信伝送路が機能を停止していることから、協力対象事業案の南北基幹通信伝送路は、

バグダッドから南 539km（12 区間）まで中継されるメインルートと北 377.4km(10 区間)まで中継されるメインル

ート及び基幹通信伝送路から分岐中継されるスパー（分岐）ルート（8 端末局）からなり、計 32 マイクロ波無線

局がルート上に組み込まれる設計とした（図 3.2.1 参照）。 

協力対象事業では、固定電話サービスの疎通率改善を主目的として、交換機と交換機を接続する中継

回線の整備を優先する必要があると考えた。南北ルート基幹中継伝送路においてメインルートを構成する 22

のマイクロ波無線局と中継交換機（ＴＳ）で終端される7 のスパー区間について、デジタルマイクロ波伝送方式

で既存ルートを再構築する（図 3.2.2 参照）設計とすれば、既存の局舎を最大限利用することが可能となるた

め事業費を抑えられる。 

また、既存のアナログ方式をデジタル方式基幹通信伝送路として復興させるため、同じ中継伝送ルート上

に新しくＳＤＨマイクロ波伝送設備を設置し、デジタル方式によりマイクロ波伝送路の復興を図る。さらに、既

存ルートと同じ周波数帯を使用してアナログからデジタル方式へ置換する計画にすることによって、電波のク

リアランス及び干渉に関する伝搬調査を必要としないという利点がある。 

南ルートの主な経由都市：Baghdad～Samawa～Nassyriah～Basra 

北ルートの主な経由都市：Baghdad～Samara～Tikrit～Mosul 

デジタルマイクロ波方式南北ルート基幹通信伝送路のシステム構成を図 3.2.3 に示す。 

 

(2) システム構成（無線方式） 

新システムは、既存のルート上に重畳させるため、長距離大容量ＳＤＨマイクロ波無線（ＳＴＭ－１インター

フェイス）方式とした。周波数は既存と同じく, ITU-R に基づく U6GHz(上側波帯）, L6GHz(下側波帯 )及び 
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11GHz 帯を使用する。これにより、１無線システム当たり155Mbps の伝送容量を有することができる。 

表 3.2.1 に方式の主要諸元を示す。 

 

表 3.2.1 マイクロ波無線方式主要諸元 

諸元  主ルート SPUR (分岐)ルート１ SPUR（分岐）ルート2 

周波数帯  U6GHz 帯

(6430-7110MHz) 

L6GHz 帯  

(5925-6425MHz) 

11GHz 帯

(10700-11700MHz) 

伝送容量  155 Ｍｂｐｓ

/SYS(STM-1) 

155 Ｍｂｐｓ

/SYS(STM-1) 

155 Ｍｂｐｓ

/SYS(STM-1) 

変調方式  64 QAM 128 QAM 64 QAM 

周波数配置  ITU-R  F384-6 

(40 MHz 間隔) 

ITU-R  F383-5 

(29.65MHz 間隔) 

ITU-R  F387-7 

(40 MHz 間隔) 

標準中継距離  50 km 20-30 km 20-30 km 

送信出力  33 dBm/キャリア 32 dBm/キャリア 30 dBm/キャリア 

フェージング対策  FD+SD 方式  FD 方式  FD 方式  

システム数 （現用＋予

備） 

4＋１（最大 11+1） 2＋１（最大 11+1） １＋１，2＋１，4＋１(最

大 11+1) 

 

(3) 機材調達 

新しく機材調達を予定するのは、パラボラアンテナ（直径 3.6m）、SDH 無線設備、SDH 伝送端局設備

(SDH MUX)、PCM 伝送端局設備(PCM MUX)、ネットワーク管理システム、DC 電源設備で、鉄塔、自家発

電設備、AC 受配電設備、空調設備及び建屋は既存設備を利用する。バックボーンルートを構成する一部

（7 カ所）の中継局は鉄塔の倒壊、建物の損傷があるので修復する必要がある。なお、建物の修復はイラク側

の負担事項である。 

建物の修復を必要とするマイクロ波無線局：Mashraq、Baiji、Mamoun、Baghdad TV、Sink、Ghabaychia、

Nikaiyia。 
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(4) 運用保守体制 

基幹通信網のマイクロ波無線局の運用保守は、バグダッド、モスル、バスラの保守センターにおいて集中

監視制御を実施する。保守センターにネットワーク管理システム（NMS）を、また、各マイクロ無線局にローカ

ル管理端末を設置する。 

伝送装置予備品は北部と南部のメインテナンスセンターに集中配置し、中継無線局には配備しない。マイ

クロ波伝送無線設備の故障発生時には、メインテナンスセンターから保守技術者が駆けつけ故障修理するも

のとする。 

無線局は原則、無人化運用が可能な設計とする。 

 

（5) イラク側負担事項 

イラク側との協議により、以下の項目についてはイラク側の負担事項であることを確認した。 

(a) 損壊した建物及び鉄塔の修復（7 ヵ所） 

(b) イラク側で調達する機材の設置工事、現地調整試験、設備受け入れ試験の実施  

(c) AC 受配電設備  

(d) ディーゼルエンジンジェネレータ（DEG） 

(e) パラボラアンテナ取り付け金具、接地及び避雷設備、空調設備等付帯設備  

 

市外電話交換網整備計画 

(1) 設計方針 

南北約 1,000km のマイクロ波基幹通信伝送路に沿って、首都バグダッド及び地方都市 8 県において、特

に人口が密集する 9 主要都市（Baghdad、Mosul、Kerbalah、Hilla、Nadjaf、Diwariya、Samawa、Nassyriah

及び Basra）の１0 ヵ所に交換機と交換機を接続する中継・市外交換局設備（デジタル電話交換機）を、既存

局舎内に設置する計画とする。これにより、9 都市間の市外通話呼は南北ルート基幹通信伝送路を経由して

電話交換されることが可能となり、電話回線に換算して 145,000 回線のトラヒックを復旧させることができる（図

3.2.4 参照）。 

 

 (2) 交換設備システム構成 

中継・市外交換機 (TS)は、交換機本体、ソフトウエア、DDF（デジタル主配線架）、端子盤・保安器、直流

設備（整流器、蓄電池）、保守用部品等から構成される。表 3.2.2 に交換方式の概要を示す。 
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表 3.2.2 交換方式概要 

項目  仕様  

交換機容量  - 中継・市外交換機：10,000 - 20,000 チャンネル  

トラフィック（呼量） - 0.8 アーラン /チャンネル  

トラヒック分布  - 自局内呼     : 30% 

- 市内呼       : 40% 

- 市外・国際呼 : 30% 

信号方式  - 90% : No.7 信号方式  

- 10% : R2 信号方式  

蓄電池  - 密閉型（保持時間：8 時間）  

整流器  - 単相 220V（3 相 380V）  

- 冗長構成：  N + 1 

 

(3) 機材調達 

新しく機材調達をするのは、交換機本体、ソフトウエア、DDF(デジタル主配線架 )、端子盤・保安器、直流

設備（整流器、蓄電池、DC 分配器）、工事用材料、保守用部品等である。 

建屋は既存のものを利活用する。AC 電源（ディーゼル発電機を含む）及び空調設備はイラク側が負担し、

電話局の損傷箇所はイラク側で修復する。 

 

(4) 運用保守体制 

今回設置予定の交換設備の集中監視制御が行えるように、バグダッドに O&M センター（運用保守センタ

ー）を設置する。交換機予備部品はバグダッドの O&M センターに集中配置し、必要に応じてセンターから配

送し故障修理する。 

 

(5) イラク側負担事項 

イラク側との協議により、以下の項目についてはイラク側の負担事項であることを確認した。 

(a) 損傷した建物の修復(バグダッドI (Mamoun)，バグダッドII (Sink)) 

(b) イラク側で調達する機材の設置工事、現地調整試験、設備受け入れ試験の実施  

(c) AC 受配電設備の準備  

(d) ディーゼルエンジンジェネレータ（DEG）の設置  

(e) 接地設備や空調設備等付帯設備の設置  
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3-2-2 基本計画 

本協力対象事業はマイクロ波によって南北基幹回線網を復旧し、合わせて市外電話交換網を整備するこ

とによって、イラク国の電気通信サービスを向上させる計画である。このうち、我が国の無償資金協力によって、

基幹回線網を構築するマイクロ波無線伝送装置や、交換網を構築する中継・市外交換機等を供与ならびに

設置する。また、イラク側は機材設置に必要な局舎及びアンテナ鉄塔を整備し、機材運転ができるように商

用電源と非常用発電機等を確保する。 

 

(1) 全体計画 

新機材の据付けは基本的に既存機器が配置されている同じ場所に設置する。新機材設置のための局舎

は戦争によって損傷を受けているサイトもあり、そのようなサイトは局舎を修復あるいは新設する。大きな被害

を受けているサイトは全体数からみて少数であるため、新機材設置のために既存局舎を使用することは適切

であると考える。また、既存局舎には既に電源設備があり、それらを最大限活用することが可能である。ただし、

電源設備は劣化状況に応じて更新する必要がある。 

 

(2) 機材計画 

本計画に係る主要機材は添付の資料 7 に機材リストとしてまとめた。 
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3-2-3 概略設計図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.1 イラク国南北基幹通信網構成図 
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図 3.2.2 協力対象事業デジタルマイクロ波伝送ルート概略図 
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図 3.2.3 デジタルマイクロ波伝送ルートシステム構成図 
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図 3.2.4 協力対象事業市外電話交換網概略図 
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3-2-4 施工計画/調達計画 

本協力事業は、南北約 1,000km にわたる無線伝送路上の無線中継局および電話交換局で、戦争で

損傷を受けた既存の無線設備や中継・市外交換設備を新設備と取り替え、南北基幹通信網の整備を総

合的に行うことを目的とする。本協力事業の実施機関であるITPC は、本計画を円滑かつ遅滞なく実行す

るため、実行スケジュール及び担当業務の実施で齟齬を発生させないよう調整する必要があり、ITPC 内

に、プロジェクトを円滑に進めるため、例えば、プロジェクト管理実施本部(Project Management Unit)を構

築することが求められる。 

ITPC は、プロジェクトの全体の作業を援助するコンサルタントと共に、コンサルタントが詳細設計を開始

する前に、ITPC のプロジェクト・マネージャーやカウンターパートとコンサルタントからなるプロジェクト・チー

ムを編成することが望まれる。同チームは、計画されている設備の詳細設計、技術仕様書等の入札書類

の作成、工事請負契約者の選定、工事監理等を行うと共に両国関係機関や工事請負契約者と密接な

連絡・調整を行う。また、全体事業の工程管理と総合調整を行い、工事が遅滞なく円滑に進められるよう

体制を整える。 

 

3-2-4-1 施工方針/調達方針 

(1) ローカル・コンサルタントの雇用 

邦人コンサルタントは、治安上の理由でイラク国内に入り直接的にプロジェクトの監理をしないことを前

提としている。その為、邦人コンサルタントはヨルダン国アンマン市を拠点として、本事業実施のための詳

細設計、現地調査及び工事監理等の活動を行う。また、イラク人ローカル・コンサルタントを雇用して、イラ

ク国内で必要となる現地調査や工事監理等の業務を一部委託して、本計画の詳細設計・工事監理を行

う方針とする。 

 

(2) 現地施工業者の経験と能力 

ITPC は、過去 2 度の戦争により破壊された通信設備の復興に関し、経済制裁による少ない資金を有

効に活用するため、外国の機器製造会社より資機材を購入し、それらの資機材の設置工事は製造業者

の技術指導を受けて ITPC が直営で実施している。土木工事については、民間の建設会社に工事を委託

している。そのため、通信設備の設置工事については、ITPC 以外の民間施工業者の経験と能力が不足

している。 
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(3) ITPC 側負担業務と技術調整 

本事業では、局舎・塀及び鉄塔の修復・新設、商用 AC 電源設備、自家発電設備や空調設備等の整

備・新設、不要設備の撤去等の ITPC 側が負担する多数の業務がある。特に ITPC の負担する新設備の

設置に関しては、日本側が供給する新設備と密接に関連する技術事項があり、ITPC とコンサルタントで

詳細設計時に技術調整を行い、更に請負契約者の選定時にも請負契約者を含めて技術調整が必要と

なる。 

 

(4) 現地施工業者の活用 

イラクでは、ITPC が電話設備工事を殆ど直営で実施している。そのため、ITPC 以外の民間施工業者

は通信設備の設置工事に関する実務経験が不足している。このため、日本の工事請負契約者が、イラク

の現地施工業者を活用するには、イラク側工事担当者に工法に関する技術訓練を実施することが必要で

ある。 

 

(5) 第三国人施工業者の活用(ハードウエア) 

無線や交換設備の設置 (ハードウエア)は通常の機材の設置とは異なり、その専門家が細心の注意を

払って据付け、その後機器全体の試験や調整を行う。このため現地での調整試験は、本来ならば製造業

者の専門家が現地で実施すべきであるが、今回のように実施が不可能な場合にはその専門家を第 3 国

から雇用して実施することが必要となる。 

 

(6) 第三国人施工技術者の活用(ソフトウエア) 

交換設備はソフトウエアで稼動する一種のリアル・タイム・コンピュータであり、その交換設備の設置には

それに精通したソウトウエアの専門家が必須である。イラクの場合、電気通信プロジェクト建設に参加した

民間建設会社の技術者にはこの業務経験はないと思われる。そのため、工事請負契約者はソフトウエア

の専門家を第三国から雇用して現地へ要員配置する必要がある。 
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3-2-4-2 施工上/調達上の留意事項 

(1) 工事完成期日の厳守 

本協力事業では、新設備の現地搬入前に、損傷している建物の修復等 ITPC 側の負担事項が完了し

ている必 要 があり、それが出 来 ない場 合 には請 負 契 約 者 は設 置 工 事 を開 始 できない。請 負 契 約 者 と

ITPC 側がそれぞれ担当する工事の進捗について、双方の密接な調整が必要であると共に、個々の担当

工事の完了予定を厳格に遵守することが必須である。 

 

(2) 重機等の必要性 

無線のアンテナ及び付属設備の設置や既存の設備を撤去する工事は高所で行われるためクレーン車

あるいはウインチが必要である。アンテナ及び付属設備以外の通信設備の設置工事は、全て屋内で実施

される。通常、局舎の 2 階或いはそれ以上の階への新資機材の搬入には、搬入口と簡易クレーン設備が

設置されている。現地調査の写真等から判断するとその設備がない場合もあるので、簡易クレーンの設置

状況を詳細設計時に調査する必要がある。現地で調達が不可能な場合、請負契約者がクレーン車ある

いはウインチをイラクに持ち込む必要がある。 

 

(3) 主要資機材と工事材料 

木材やロープ等の仮設材はイラクで入手できるが、それ以外の主要資機材や工事材料は、イラクでは

入手出来ないので輸入する必要がある。 
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3-2-4-3 施工区分/調達・据付区分 

本無償資金協力が実施された場合、日本側負担分とイラク側負担分を次のように区分する。 

(1) 日本側負担分 

(a) 新設備設置の詳細工事設計  

(b) 新設備の主要資機材の供給  

(c) 新設備の工事用資材の供給  

(d) 新設備の設置工事  

(e) 新設備設置のための日本国内での技能訓練(ハードウエア設置、試験、コミッショニング) 

(f) 新設備設置のための日本国内での技能訓練(ソフトウエア) 

(g) 新設備設置工事中に生ずるあらゆる技術的問題の解決の援助(ヨルダン) 

(h) 新設備設置工事中に生ずるあらゆる技術的問題の解決の援助(日本国内) 

 

(2) イラク側負担分(共通関係) 

(a) 局舎およびその他設備の修復・建設に必要な用地の確保  

(b) 新設備建設に伴う電気、水、排水設備、外線電話線、仮設資材置き場等の準備  

(c) 全プロジェクト業務を統括するプロジェクト管理実施本部 (Project Management Unit)の設置  

(d) プロジェクトの統括責任者及び各担当者の任命や組織等の編成  

(e) 新機材の通関ならびに免税措置  

(f) 輸入資機材を保管する倉庫の準備  

(g) 新設備の維持管理組織の編成と要員の配置  

(h) 工事中の局舎及び納入機材の警備の実施  

(i) 上記業務の実施のための必要な予算措置  

 

(3) イラク側負担分(技術関係) 

(a) 新設備の詳細設計に必要な資料および情報の提供(コンサルタントへ) 

(b) 破壊または損傷を受けている建物の修理または建設  

(c) 破壊または損傷を受けている鉄塔の修理または新設  

(d) 新設備を設置する局舎の周辺の塀等が破壊または損傷されている場合、塀等の修理・新設  

(e) 新設備及び関連設備の設置のため、不要となる既存設備及び関連設備の撤去  

(f) 新設備を設置する部屋の修理や壁の塗装  

(g) 新設備の設置予定室の空調のため、間仕切り、ドアの設置、窓及び窓ガラス等の修理  

(h) 商用電力の引き込み設備が破壊あるいは損傷されている場合、その引き込み設備の確保  
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(i) 既存の自家発電装置 (DEG)及び関連設備が破壊あるいは損傷を受けている場合、それらの修

理あるいは新自家発電装置(DEG)及び関連設備の購入と設置  

(j) 既存の空調設備が破壊あるいは損傷されている場合、修理あるいは新設備の購入と設置  

(k) 既存の伝送設備 (光ファイバー端末 )が破壊あるいは損傷を受けている場合、修理あるいは新設

備の購入と設置  

 

3-2-4-4 施工監理計画/調達監理計画 

(1) コンサルタントの雇用 

本計画を適切に施工管理するため、ITPC のプロジェクト管理実施本部(PMU)の下に ITPC の職員とコ

ンサルタント(イラク国内ではローカル・コンサルタントが代行)からなるプロジェクト・チームを組織し、関係各

部の意見調整を計りつつ計画の達成を目指す。本計画の進捗等監理業務を以下のとおり実施する。プ

ロジェクトの実施過程は、(i)詳細設備設計と請負契約者の選定、(ii)施工と工事監理の 2 つに区分される。

詳細設計の過程では、現地調査、詳細設備設計、入札仕様書の作成、入札書の審査、請負契約書の

作成等がある。また、施工の過程では、詳細設備設置設計図の審査、製造された機材の工場検査立会

い、機材設置の管理、試験やコミッショニング、ITPC への完成設備の引渡しへの立会い等がある。長期

間にわたり多々の複雑な業務の援助を行うため、コンサルタントの雇用が必須である。現時点では、邦人

のコンサルタントのイラクへの入国が不可能であるため、ローカル・コンサルタントを雇用してイラク国内にお

ける現地調査、工事進捗の監理等補助業務を委託する。 

 

(2) コンサルタントの果たす業務 

(a) 契約事請負者の選定  

詳細設計及び契約請負者の選定の過程では、コンサルタントは、現地調査の実施、詳細設

計図の作成、入札図書・書類(技術仕様書及び契約書案)の作成、入札公示、入札書の評価、

工事請負契約者の選定、工事請負契約書案の作成等を行い、ITPC を支援する。 

 

(b) 工事監理  

請負契約者の選定後の工事監理の過程では、コンサルタントは、詳細工事設計図の審査、

製造された主要機材の工場での検査の立会い、施工全体の監理、工事進捗の監理、完成され

た設備の試験の立会い、コミッショニングの立会い、完成設備の ITPC への引渡しの立会い等を

行う。コンサルタントは、工事実施中に監督者 (ローカル・コンサルタント)を各サイトに臨機応変

に派遣し、請負契約者の工事が技術仕様書どおりに行われているか、また工事の進捗状況が

適正であるか等監視して ITPC を支援する。 
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(c) 請負契約者の提出書類の審査  

機器製造と工事の全期間を通じて、コンサルタントは、契約請負契約者から提出される工事

施工図面、機器製作図、見本、工事方法及び工程等を審査し、必要な指示を与えるとともにそ

れらの承認を行う等 ITPC を支援する。 

 

(d) 工場立会い検査  

コンサルタントは、装置・資機材の工場出荷に先立ち、それらが性能仕様書に合致しているこ

とを製造業者の工場で立会い検査・確認する等 ITPC を支援する。工事請負契約者は承認を

得た後、装置・資機材の出荷を行う。 

 

(e) 支払い承認手続きに関する協力  

コンサルタントは、工事中及び工事完成後に支払われる契約料について、請負契約者から

請求書等の内容審査を行い、更に支払手続き等に関する協力を行う等 ITPC を支援する。 

 

(f) 引渡し方法  

請負契約者の工事が完成した後、コンサルタントは、受け入れ検査に立ち会うと共に完成し

た設備の図面の審査を行う等 ITPC を支援する。 

 

(g) 報告及び勧告  

コンサルタントの全業務期間を通じて、コンサルタントは技術及び全体の進捗等を含む問題

点が発生した場合、工事が工期内に完了するための解決策等を報告・勧告する等 ITPC を支

援する。 

 

(3) コンサルタントの要員計画 

(a) 工事進捗の総合調整  

コンサルタントは、ITPC の負担する業務及び請負契約者の施工工事の双方の進捗を監理・

指導して、プロジェクト全体を予定工期内に完了することが求められている。コンサルタントによる

施工監理は、全体の工事状況を把握し、設置・建設される各設備の品質を確保しつつ工期を

遵守できるように、負契約者及び ITPC 側担当者への指導と助言及び総合調整を行う事に重き

が置かれる。 

 

(b) 要員の派遣と動員  

アンマンに派遣する邦人コンサルタントとイラク国で雇用するローカル・コンサルタントの組み

合わせで、プロジェクトの進捗監理、技術支援及び品質管理等を行い、予定工期内に工事を

完 成 するべく要 員 の派 遣 と動 員 を計 画 する。本 協 力 事 業 の施 工 監 理 の対 象 地 域 は、南 北

1,000km にわたる無線伝送路上の無線中継局および電話交換局であり、全てのサイトにコンサ
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ルタントを常駐させることは不可能である。ローカル・コンサルタントの人数も限られており、過密

なスケジュールに対応するため、臨機応変(スポット)な管理要員の派遣を行う等の要員計画とす

る。 

 

3-2-4-5 品質管理計画 

(1) ITPC 技術者への訓練 

新設備の設置及び運用保守に関し、ITPC の技術者に対して、製造会社で技能習得のための訓練(ハ

ードウエア及びソフトウエア)を予定しており、新設備設置及び運営・保守上の品質管理を重要な訓練課

題として取り上げる。 

 

(2) 請負契約者の技術者への訓練 

請負契約者の工事着工に先立ち、実際の施工を担当するイラク人及び第三国人技術者に対して、請

負契約者の工事監督者による新設備設置工事の品質管理の訓練を行い、各サイトでの設置工事の品質

維持を図る。 

 

3-2-4-6 資機材等調達計画 

(1) 主要資機材と工事用資材の調達 

本協力事業を実施する上で必要となる主要資機材(無線設備、交換設備、伝送設備、電力設備、その

他の工事用資材)はイラク国内で殆ど製造されていないので、日本国乃至は第三国より調達する。主要工

事用資材は日本或いは第三国から主要資機材と一緒に調達するが、工事用資材であるセメント、鉄筋、

砂、砂利、砕石、型枠材、仮設用の木材、ロープ等については通常の一般材料と同等規格の材質のもの

が現地で入手できるので、現地調達とする。 
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(2) 保守用予備品や消耗品 

本協力事業では、装置の信頼性の確保のため、2 年分の保守用予備品 (スペアパーツ)や消耗品を調

達する。イラクには保守用予備品を供給する製造会社のエージェント(代理店 )は第三国の 1 社を除いて

現在はない。隣接国に商社の支店が製造会社の代理店を代行しており、2 年以降のスペアパーツや消耗

品の供給は商社を経由して行う。 

 

(3) 工場立会い検査 

対象資機材の製造後、ITPC はコンサルタントの支援のもとで、製造工場で品質及び数量の立会い検

査を実施する。検査合格後に、請負契約者は出荷する。 

 

(4) 不安定な商用電力への対応 

各プロジェクト・サイトの局舎や既存の設備の状況を調査した結果、商用電力の供給は平均的に 1 日

の内の 50％程度であることが判明した。電気通信設備を持続的に稼動するため停電時の非常用自家発

電装置(DEG)が必要である。一般的に商用電力、DEG 及び蓄電池のハイブリッドの組み合わせにより電

源の安定化を図る。 

 

(5) 各サイトへの機材の輸送ルート 

日本からイラク国内の各サイトまでの輸送ルートについてはさまざまであり、隣接するほぼすべての国か

らの輸送ルートが確立されている。輸送方法については主として海上輸送と航空輸送が考えられる。本案

件について輸送期間の短縮および陸上輸送のリスク回避の観点からバクダッド空港等を利用した貨物輸

送ルートについても一考したが、雇用したローカル・コンサルタントからの調査結果では、他の貨物輸送を

扱っている空港を含め現時点では航空輸送は不可能であるという見解であったため、海上輸送ルートで

の輸送計画を策定する。 

イラク国内の各サイトへの輸送ルートとして以下の 7 ルートが考えられる。 

 

１． トルコ経由(Mersin, Iskenderun) 

２． シリア経由(Latakia) 

３． レバノン・シリア経由(Tarutus, Tripoli, Beirut) 

４． イスラエル・ヨルダン経由(Haifa) 
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５． ヨルダン経由(Aqaba) 

６． クウェート経由(Shuwaikh, Shuaiba) 

７． ドバイ積み替えウムカスル等イラク国内港湾経由(Umm Qasr, Jebel Ali Rashid) 

 

本案件で供与する通信機材が精密機械であり重量貨物であることを考慮すると、上記 1 から 7 の輸送

ルートのうち、積み替えの必要が無い港湾設備の面から重量物貨物を処理可能な港であることが前提と

なる。本案件で供与する通信機材の特徴から判断した場合、イラク国内の各サイトへの輸送ルートについ

ては、ヨルダン経由(5)、クエート経由(6)、ウムカスル経由(7)に絞られる。 

本案件の実施においては、内陸輸送中にトレーラー数台で構成される各コンボイに対して武装警備団

を配備する計画である。現地での警備会社等からのヒアリングでは、ウムカスルまたはクエートを経由する

南部からの輸送ルートについては、ナジャフで勃発している紛争に代表されるような治安上の理由等から

輸送の確実性について不確定要素が多数現存しているため、警備会社によっては十分に武装警備員を

集められないという恐れがあり、最悪の場合引き受けない可能性がある。 

また、クエートではイラク人に対する入国制限によって、イラクのトラックはクエートへの入国がほとんど許

可されていない。その場合、クエート国内かサウジアラビアからトレーラーを調達しなければならず、トレーラ

ーのみならずイラクに入国してもよいという運転手が十分に集められない恐れがある。 

以上のことから、現時点ではイラク国内に西部から入国するヨルダンのアカバ港からの輸送ルートが現

実的である。 

輸送計画としては、ヨルダンのアカバ港で荷揚げした資機材をヨルダン国内を経由してイラクの西部国

境から入国する。その際イラク国境付近で交通渋滞等の混雑が見込まれる場合には、一旦北上してシリ

アに入国し、イラクの北部から入国する輸送ルートも考えられる。イラク国内での各サイトへの輸送は治安

上の理由から日中のみ行うことを原則とし、適当な野営地が見つからない場合にはバクダッドにある武装

警備兵で守られているセキュリティーゾーンを経由するように輸送計画を立てる。各サイトまでは日本から

最長で 2 ヶ月程の輸送期間を見込む。 
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(6) 輸送・据え付け期間中の警備 

本案件では、イラク国内での治安上の理由から、通信機材輸送のトレーラーには武装警備団を配備し

護衛させる。現時点ではトレーラーは 4 台 1 グループを 1 コンボイとし、1 コンボイ当り武装警備員 3 人が

同乗した4ＷＤの車輌 3 台で護衛する計画とする。一般的には多国籍軍に認定された武装警備団を配備

させることが、保険料率引き下げの条件となっていることから、警備会社選定にあたり最大限考慮する。 

機材据付期間中についても武装警備団を各現場に配備し、建物・人の両面に対し警備を行わせる。こ

の場合、英国人や豪国人等の第三国人とイラク人との混合での警備構成とする。 

 

3-2-4-7 実施工程 

本案件の実施には交換公文書締結から現地調査の開始までを0.5 ヶ月と仮定すると、工事の完了まで

は、南北基幹通信網計画で 22.5 ヶ月間、市外電話交換網整備計画で 24.5 ヶ月間要する計画である（表

3.2.3 業務実施工程表参照）。 

 

(1) 実施準備 

本案件実施の第一段階として、日本政府とイラク政府が交換公文を締結した後、イラク政府と日本側コ

ンサルタントは本案件について、コンサルティングサービスについての同意事項について確認する。 

(2) コントラクターの選定 

第二段階として、コントラクター選定に必要な入札書類を準備するために ITPC プロジェクトマネージャ

ーやカウンターパートスタッフとともにローカルコンサルタントを雇用し、コンサルタントは詳細設計をヨルダ

ンにて開始する。競争入札が公開されたあと、ITPC とコンサルタントは応札者のプロポーザルを評価の後、

適切な入札者を選定する。供給および設置契約はイラク政府とコントラクター間で行われる。 

(3) 機材と材料の生産 

第三段階として、詳細な現地調査と設置設計の準備の後、コントラクターは工場での機材と材料の生

産を開始する。生産された機材と材料は厳密な工場検査の後、イラクへ輸送される。 

(4) 設置、試験、コミッショニング 

第四段階として、コントラクターは現場での機材と材料の設置を開始する。設置された機材はテストされ、

調整される。仕上げられたシステムは ITPC とコンサルタントとの立会いの下に試験される。最終的に仕上

げられたシステムはコミッショニング後、ITPC の手に渡される。
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3-3 相手側分担事業の概要 

イラク側の分担業務の詳細は前 3-2-4-3 の施工区分 /調達・据付区分に記述したが、以下に要点をまとめ

た。 

(1) 局舎及びその他の施設の修復・建設に必要な用地の確保  

(2) 破壊あるいは損傷された局舎、建物、塀、鉄塔等の修理・建設  

(3) 不要となる既存設備の撤去、機械室の間仕切り、ドア、窓等の修理および内装の実施  

(4) 破壊あるいは損傷された商用電力引き込み設備や DEG およびその関連設備、空調設備、伝

送設備等の修理あるいは新設備の購入と設置  

(5) 新設備設置に伴う電気、水、排水設備、外線電話線、仮設資材置き場等の準備  

(6)  全プロジェクトを統括するプロジェクト管理実施本部(Project Management Unit)の設置  

(7) プロジェクトの統括責任者及び担当者の任命と組織等の編成  

(8) 新機材の通関ならびに免税措置  

(9) 輸入資機材を保管する倉庫の準備  

(10) 新設備の維持管理組織の編成と要員の配置  

(11) 工事中の局舎及び納入機材の警備の実施  

(12) 上記業務の実施のための必要な予算措置  

(13) 新設備の詳細設計に必要な資料および情報の提供(コンサルタントへ) 

上記イラク側分担事項の実施可能性という観点では、どれも実施可能であり、妥当であると判断する。 

 

3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

(1) 無線設備 

今回新たに調達される設備は、バグダッドの保守センターで、集中遠隔監視制御を実施する。設備は通

常無人化運用が可能な設備設計とする。現在、無線局の運用保守のため、5 名の技術者が要員配置されて

いるが、運用保守の効率化により要員削減が可能である。通信設備はメインテナンスフリーであるが、自家発

電設備、空調設備等付属設備については、定期的な保守作業を必要とする。無線および伝送設備の保守

用の予備品は、保守センターに集中的に配置する。リモートの無線局に故障が発生した場合は、保守センタ

ーから技術者が予備品を持参して、駆けつけて故障修理にあたる。デジタル無線及び伝送設備の運用保守

は、ネットワーク管理システムにより中央局で集中監視されるのでリモートの無線局の通信設備に対する運用

保守作業は必要とされない。 
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(2) 交換設備 

計画対象である10 の中継・市外交換局の現在の運用・保守要員数は、規模により異なるが平均 18 人(エ

ンジニアが 4 名、テクニシャン14 名)である。イラク国内の既存の交換機は、ほぼ 100％デジタル交換機である。

従って、これらの保守・運用要員を対象として、新交換機の運営・保守の短期間の訓練を行えば、能力・技

術的及び人数的にも維持管理には特に技術的な問題がないと考えられる。それらの運営・保守要員に対し

て、請負契約者が日本国内でハードウエア及びソフトウエア別に、各局それぞれの担当毎に 1 名、全体で 20

名程度の訓練を行えば維持管理に支障は生じないと考えられる。訓練を受けた技術者の指導で運用・保守

を行うので、現在の維持管理体制の変更も必要ないと考える。 

 

3-5 プロジェクトの概算事業費 

3-5-1 協力対象事業の概算事業費 

 

積算時点： 平成 16 年 9 月  

為替変換レート： 1ＵＳ＄＝109．425 円（平成 16 年 3 月から8 月までの平均レート） 

施工期間： 表 3.2.3「業務実施工程表」に示したとおりである。 

その他： 本計画は、日本政府の無償資金協力制度に従い実施されるものとする。 

 尚、本概算事業費が、即交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

 



3 - 24 

(1) イラク国 南北基幹通信網整備計画 

無償資金協力が実施された場合、日本国側の負担経費は表 3.2.4 のとおりである。なお、イラク側の負担

経費が不明なので、今回は日本側の無償額のみを記載した。 

表 3.2.4. 南北基幹通信網整備計画概算事業費 

 

                                                                    

                             

区分  概略事業費  （単位：千円） 

機材調達費  6,662,320 

1,機材費  3,335,192 

 南バックボーンデジタルマイクロ波無線局  1,524,168 

 北バックボーンデジタルマイクロ波無線局  1,171,884 

 南 SPUR デジタルマイクロ波無線局  524,897 

 北 SPUR デジタルマイクロ波無線局  84,979 

 その他  29,264 

2,輸送梱包費  1,119,140 

3,据付工事費  870,385 

 

4,調達管理費  1,337,603 

一般管理費  199,870 

設計監理費  228,609 

調達監理費  63,411 

事業費合計  7,154,209 
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(2) イラク国 市外電話交換網整備計画 

無償資金協力が実施された場合、日本国側の負担経費は表 3.2.5 のとおりである。なお、イラク側の負担

経費が不明なので、今回は日本側の無償額のみを記載した。 

 

表 3.2.5 市外電話交換網整備計画概算事業費 

                                                    

                                                           
区分  概略事業費  （単位：千円） 

機材調達費  3,169,113 

   1,機材費  1,417,000 

Baghdad I 局  167,000 

Baghdad II 局  167,000 

Mosul 局  167,000 

Kerbarah 局  121,000 

Hilla 局  144,000 

Nadjaf 局  121,000 

Diwariya 局  121,000 

Samawa 局  121,000 

Nassyriah 局  121,000 

 中継市外交換設備機材  

Basra 局  167,000 

 2,輸送梱包費  433,452 

 3,据付工事費  735,335 

 4,調達管理費  583,326 

一般管理費  95,073 

設計監理費  265,036 

調達監理費  69,246 

事業費合計  3,598,467 
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3-5-2 運営・維持管理費 

電気通信プロジェクトの場合には、プロジェクトの運営・維持管理費は、人件費、保守用部品、消耗品費、

光熱費、電力使用料、その他を含めて、1 年あたり通常設備投資額の 10％と推測される。本協力対象事業

の実施によって 2 年分の保守用部品及び消耗品が供給されることと、電気通信設備の改善が図られることに

よる増収が見込まれることで、本事業の持続的運営・維持のための管理費についての問題はないと思われ

る。 

3-6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 

本協力事業においてイラク側の分担する業務の概要は 3-3 で述べたとおりである。新通信設備を現地に搬

入して据付工事に着手するに当り、損傷された建物及び鉄塔の修復等 ITPC 側の負担事項が完了している

ことが、請負業者が設置工事を開始する上で必要となる。かかる留意点に対応するため、本協力事業では邦

人コンサルタントがローカル・コンサルタントを雇用し、実施設計の開始時点から ITPＣ側が担当する工事が

完了するまでの進捗状況について監理させる必要がある。邦人コンサルタントはローカル・コンサルタントから

の報告結果に基づき対策を立て、ヨルダンに常駐している邦人コンサルタントが現地ローカル・コンサルタント

を通じ必要な措置をとることを考える。 
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第 4 章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1 プロジェクトの効果 

無償資金協力対象である南北基幹デジタルマイクロ波伝送路及びそれに接続される 10 台の中継・市外

交換局を整備することにより、デジタルマイクロ波伝送路は国内電話交換網のバックボーンとして機能し、市

外電話サービスのトラヒック及びテレビの番組中継伝送も可能となる。このイラク国内電気通信サービスの改

善によって、復興事業の促進ならびに医療、教育等社会サービスの向上への貢献に寄与する。なお、本無

償資金協力事業の実施により、固定電話交換サービスの改善のみならず、携帯電話サービス網の拡張のた

めにもバックボーンが利用される。 

問題点と対応策、計画の効果について下表にまとめた。 

表 4.1.1 計画実施による効果と現状改善の程度 

現状と問題点  本計画での対策（協力対象事業） 計画の効果・改善程度  

 南 北 に通 じる基 幹 伝 送 路 が障

害を受けているため、エリアを越え

ての音 声 や デ ー タの伝 送 ができ

ず、イラク国民に限定的な電気通

信サービスしか提供できない。この

ため、通信を利用した社会サービ

スの提供にも支障をきたし、イラク

国 全 体 の復 興 に対 する支 障 にも

なっている。 

・南北基幹伝送路の復旧。 

・中継・市外交換設備の更新。 

・基幹伝送路と中継・市外交換網

が整備されれば、電話サービスや

テレビの番 組 中 継 伝 送 などが可

能となり、基幹回線が通過する地

域の住民 1,200 万人が裨益する。 

・間接的な効果として、復 興 事 業

の促 進 や 医 療 、教 育 などの社 会

サービスの提供に寄与する。 

 

4-2 課題・提言 

本計画を実施する場合には以下の点に留意することによって、プロジェクトをより効果的及び効率的に実

施し得ると考えられる。なお、同種の案件が世銀にて計画されているが、イラク国内のより広域にわたって通

信サービスを提供するためには、世銀の整備する通信回線とも接続することによってより大きな効果が得られ

ることから、世銀の回線との技術的なインターフェイスを考慮する必要がある。 

(a) 治安に対する留意点  

治安の良くない状況下で、機材を損傷なく、イラク国内に分散するサイトに運搬して設置し、それ
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に携わる工事関係者の安全を確保することは必須条件である。このため、イラク国内での内陸輸送

中ならびに設置工事中は厳重な警護を実施することが必要である。 

 

(b) 施工工事に対する留意点  

治安上の理由によって日本人コントラクターが現地で直接工事ができない状況下では、イラク国

内で行う工事及び施工監理を国外から指導監督して進める必要がある。現地における機材の据

付けや調整試験を支障なく完了させるために、ITPC を含むイラク人もしくは第三国人に対して、コ

ントラクターがイラク国外において事前の訓練を実施し、また、実際の施工現場で起こる多くの問題

に対応するため、施工技術支援室を日本及びヨルダン等の第三国の双方に設置して、工事完了

までの期間あらゆる技術支援を行うなどの対応が必要である。 

 

(c) イラク側負担事項に対する留意点  

本計画による機材設置工事の開始以前に、戦争によって被害を受けた局舎の修復あるいは建

替え、鉄塔の建設、施設設置サイトの環境整備、取り付け道路、保安施設等の整備が完了してい

る事が必須である。このため、イラク側の負担事項が確実に実行できるようなプロジェクト実施体制

を確立する必要がある。 

 

(d) イラク側の協力体制  

本計画の実施に対してはイラク側の全面的な協力が不可欠である。特に、ローカルコンサルタン

トのサイトへの立ち入りや、詳細設計に必要なデータの提供はプロジェクトを遂行するための絶対

条件である。イラク側の内部承認手続き等に時間がかかるなどして工程に遅れが生じたり、適切な

データの提供が国家機密という理由で開示されないため、詳細設計に支障を及ぼすことが無いよう

に、イラク側には十分な理解を求める必要がある。 

 

4-3 プロジェクトの妥当性 

本プロジェクトの妥当性を判断するに当たり、本プロジェクトは以下の観点から妥当であると考えられる。 

(a) プロジェクトの裨益効果が、イラク国の人口の約半数である1,200 万人に達すること。 

(b) プロジェクトの目標が民生の安定や住民の生活改善のために緊急に求められているプロジェクトであ

ること。 

(c) イラク国の実施機関である ITPC が独自で運営・維持管理を実施でき、既存の設備と技術を最大限

利用した設計であること。 

(d) 戦後の復興はもとより、基幹通信網の構築によって、イラク国の中・長期的開発計画の目標に資す

るプロジェクトであること。 

(e) 通信料金の回収による収益性があること。 
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(f) 既存施設を活用することから、新たな場所に機材を設置するものではないため、環境面で負の影響

は少ないこと。 

 

4-4 結論 

本プロジェクトは、前述のように多大な効果が期待されると同時に、本プロジェクトが広く住民の BNH の向

上に寄与するものであることから、協力対象事業の一部に対して、我が国の無償資金協力を実施することの

妥当性が確認される。しかし、本プロジェクトの実施には上述したように治安、イラク国外からの施工監理、イ

ラク側負担事項の確実な実施、イラク側の協力体制などの課題があり、それらを解決することによって、本プ

ロジェクトを確実に実施することができると考えられる。 
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Abdulkarim 
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Microwave Section 
Iraq Telecommunications and Post 
Company, Republic of Iraq 
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３）JICA ヨルダン事務所 
 面談者 役職 担当 備考 

1. 大久保 久俊 
 

イラクユニット室長  

2. 杉村 佳信 
  

プログラムアドバイザー 
 

 

 

４）UNDP イラク事務所 
 面談者 役職 担当 備考 

1. 松永 秀樹 
 

イラク･プログラム上級顧問  

 

５）ヨルダン・テレコム(Jordan Telecom) 
 面談者 役職 担当 備考 

1. Saleh Ahmad Barhom 
Al-Ahmad 

Acting Manager, Training Centre, 
Jordan Telecom 

 

2. Sayah Ayed Al- 
Ethamat 

Section Chief of IT & Data 
Communication, Training Centre, 
Jordan Telecom 

 

3. Afrao Jamir Special Advisor, Ministry of 
Communications, Jordan 

 

 



資料４ 社会経済状況 
 

イラク共和国 
国名 

Republic of  Iraq 

 

一般指標  

政体 議会民主制（ｲﾗｸ暫定政府） *1 首都 ﾊﾞｸﾞﾀﾞｯﾄﾞ *1 

元首 
Ghazi Mashal al-Yawer 大統領 
Iyad Allawi 首相 

*1 主要都市名 
ﾊﾞｽﾗ,ﾅｼﾞｬﾌ,ｱﾙﾋﾞﾙ,ｶﾙﾊﾞﾗ,ﾓｽﾙ,ﾅｼ
ﾘｱ,ｸｰﾄ,ﾗﾏﾃﾞｨ,ｷﾙｸｰｸ,ｻﾏﾗ,ｻﾏﾜ 

*1 

独立年月日 2004 年 6 月 28 日 *1 経済活動可人口 7,800 千人   （2004 年推定） *1 

人種（部族）構成 ｱﾗﾌﾞ、ｸﾙﾄﾞ、ｱｯｼﾘｱ、ﾄﾙｸﾒﾝ *1 義務教育年数 ６年間             *3 

   初等教育就学率 76 %    (1996年-2002年) *4 

言語・公用語 ｱﾗﾋﾞｱ語、ｸﾙﾄﾞ語、ｱｯｼﾘｱ語 *1 初等教育終了率 N/A  %  

宗教 
ｲｽﾗﾑ教97%(ｼｰｱ派:60-65%, ｽﾝﾆ
派:32-37%), ｷﾘｽﾄ教他 3% 

*1 
識字率 
(15 歳以上) 

40.4%         （2003 年推定） *1 

国連加盟 1945 年 12 月 *2 人口密度 58.06人／km2  （2004年推定） *1 

世銀加盟 1945 年 12 月 *2 人口増加率  2.74%        （2004 年推定） *1 

IMF 加盟 1945 年 12 月 *2 平均寿命 平均 68.26 男 67.09 女 69.48 *1 

面積 437.072 千 km2 *1 5 歳未満死亡率 125／1,000       （2002 年） *4 

人口 25,374 千人（2004 年 7 月推定） *1 ｶﾛﾘｰ供･配給量 2,200.0cal／日／人（2002 年） *5 

 

経済指標  

通貨単位 新ｲﾗｸ・ﾃﾞｨﾅｰﾙ *1 貿易量 （2002 年推定） *6 

為替（1US＄） 1US$=1890  （2003 年後半） *1 輸入 8,009 百万ﾄﾞﾙ *6 

会計年度 1 月～12 月 *1 輸出   13,344 百万ﾄﾞﾙ *6 

国家予算           *1 主要輸出品目 原油 *1 

歳入   12,800 百万ﾄﾞﾙ *1 主要輸入品目 食糧、医薬品、機械 *1 

歳出   13,400 百万ﾄﾞﾙ *1 日本への輸出 109.474 百万ﾄﾞﾙ （2003 年） *1 

国際収支   2,314.百万ﾄﾞﾙ（2002 年推定） *6 日本からの輸入  76.481 百万ﾄﾞﾙ  （2003 年） *7 

ODA 受取額  33,000百万ﾄﾞﾙ  (2004-07年） *1 対外債務総額 120,000 百万ﾄﾞﾙ（2003 年推定） *1 

国内総生産（GDP） 38,790 百万ﾄﾞﾙ （2003 年推定） *1 
消費者物価上昇

率 
27.5%     （2003 年推定） *1 

一人当たり GNP   1600 ﾄﾞﾙ      (2003年推定) *1    

GDP 産業別構成 農業     6%    (1993年推定) *1 電話回線数 675,000   (2003 年戦争前) *1 

 鉱工業  13%   （1993 年推定） *1 携帯電話   20,000         (2002 年) *1 

 ｻｰﾋﾞｽ業 81%  （1993 年推定） *1 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者数   25,000         (2002 年) *1 

産業別雇用 農業    44%  （1989 年推定） *3 ﾗｼﾞｵ放送局 AM:19, FM:51,短波:4(1998 年) *1 

 鉱工業  26%  （1989 年推定） *3 ﾃﾚﾋﾞ放送局 13     (1998 年) *1 

 ｻｰﾋﾞｽ業 31%  （1989 年推定） *3    

経済成長率       △20%  （2003年推定） *1    

 

気象（1888 年～1990 年平均） 場所：Baghdad   （標高 34m）  

月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 平均／計  

平均気温 9.4 11.8 16.2 21.7 27.7 32.3 34.6 34.2 30.8 24.9 17.2 11.1 22.7℃ *8 

降水量 27.1 27.5 26.9 18.8 7.3 0.0 0.0 0.2 0.1 2.6 20.0 26.3 154.8mm *9 

 
*1 CIA World Fact Book 2004 *7 経済産業省 貿易動向ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 

*2 Member States of United Nations *8 The global Historical Climatology Network, version2 beta 
*3 Background Note, Iraq: U.S. Department of State  933 months between 1888 and 1980 
*4 The Official Summary of The State of World’s Children  *9 The global Historical Climatology Network, version1 
 2004, UNICEF  967 months between 1888 and 1990 
*5 Office of the Iraq Programme Oil-for-Food, UNDP   
*6 Country Report March 2003 Iraq, The Economist   
 Intelligence Unit (EIU)    

 



 
資料 5 ミニッツ 
 

 
資料 5-1 2004 年 8 月 5 日の調印ミニッツ 
 
資料 5-2 2004 年 8 月 5 日の調印テクニカルノート 
 
資料5-3 2004年 8月26日に調印をイラク側に求めたテクニカルノート 
 
資料 5-4 2004 年 9 月 9 日に再度調印をイラク側に求めたテクニカルノ
ートと、ファイナライズを通知する 9月 30 日付けのレター 

 
 



 
資料 5-1 2004 年 8 月 5 日の調印ミニッツ 
 











 
資料 5-2 2004 年 8 月 5 日の調印テクニカルノート 
 



























  
資料5-3 2004年 8月26日に調印をイラク側に求めたテクニカルノート 
 















  
資料 5-4 2004 年 9 月 9 日に再度調印をイラク側に求めたテクニカルノ
ートと、ファイナライズを通知する 9月 30 日付けのレター 

 





































 
1 

資
料

６
 

収
集

資
料

リ
ス

ト
 

 調
査
名
 
イ
ラ
ク
国
基
幹
通
信
網
整
備
計
画
概
略
設
計
調
査

 

 番 号
 

名
 
 
称

 

形
態

 

図
書
・
ビ
デ
オ

 

地
図
・
写
真
集

 

オ
リ
ジ
ナ
ル

 

・
コ
ピ
ー

 
発
行
機
関

 
発
行
年

 

1 
T
el

ec
om

m
un

ic
at

io
ns

 a
nd

 In
fo

rm
at

io
n 

H
ig

hw
ay

s,
 Ir

aq
 

図
書

 
コ
ピ
ー

 

収
集

先
：Ｐ

ａ
ｕ

ｌ 
Ｂ

ｕ
ｄ
ｄ
ｅ
 

Ｃ
ｏ

ｍ
ｍ

ｕ
ｎ

ｉｃ
ａ
ｔｉ
ｏ
ｎ

 Ｐ
ｔｙ

 Ｌ
ｔｄ

. 
発

行
元

：P
au

l B
ud

de
 C

om
m

un
ic

at
io

n 
P

ty
 L

td
. 

 

2 
T
ra

in
in

g 
C

ou
rs

e 
an

d 
In

tr
od

uc
tio

n 
of

 T
ra

in
in

g 
C

en
tr

e,
 

Jo
rd

an
 T

el
ec

om
 

図
書

 
コ
ピ
ー

 

収
集

先
：T

ra
in

in
g 

C
en

tr
e,

 J
or

da
n 

T
el

ec
om

. 
発

行
元

：T
ra

in
in

g 
C

en
tr

e,
 J

or
da

n 
T
el

ec
om

 

 

3 
In

te
rim

 S
tr

at
eg

y 
N

ot
e 

of
 t

he
 W

or
ld

 B
an

k 
G

ro
up

 f
or

 Ir
aq

 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
発

行
元

：M
id

dl
e 

Ea
st

 D
ep

ar
tm

en
t 

M
C

O
2 

M
id

dl
e 

Ea
st

 a
nd

 N
or

th
 A

fr
ic

a 
R

eg
io

n 
Ja

nu
ar

y 
20

04
 

4 
A

 S
tr

at
eg

y 
fo

r 
A

ss
is

ta
nc

e 
to

 Ir
aq

 2
00

4:
 D

ra
ft

 f
or

 
S
ta

ke
ho

ld
er

 C
on

su
lta

tio
n:

 A
 W

or
k-

in
 P

ro
gr

es
s 

D
oc

um
en

t 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
発

行
元

：U
ni

te
d 

N
at

io
ns

 C
ou

nt
ry

 
T
ea

m
 

 
Ja

nu
ar

y 
20

04
 

5 
U

ni
te

d 
N

at
io

ns
 C

ou
nt

ry
 T

ea
m

 (
Ir
aq

): 
S
yn

op
si

s:
 W

or
ld

 
B

an
d 

In
te

rim
 S

tr
at

eg
y 

N
ot

e 
Ja

nu
ar

y 
20

04
 

 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
発

行
元

：U
ni

te
d 

N
at

io
ns

 C
ou

nt
ry

 
T
ea

m
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
Ja

nu
ar

y 
20

04
 

6 
S
ec

tio
n 

22
07

 R
ep

or
t: 

(P
ro

je
ct

 C
od

e(
P

/C
)#

re
pr

es
en

ts
 a

 
C

P
A

 t
ra

ck
in

g 
sy

st
em

.) 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
 

 



 
2 

7 
T
he

 W
or

ld
 B

an
k 

Ir
aq

 T
ru

st
 F

un
d 

W
ith

in
 t

he
 In

te
rn

at
io

na
l 

R
ec

on
st

ru
ct

io
n 

Fu
nd

 F
ac

ili
ty

 f
or

 Ir
aq

 
図
書

 
コ
ピ
ー

 
発

行
元

：M
id

dl
e 

Ea
st

 D
ep

ar
tm

en
t 

M
C

O
2 

M
id

dl
e 

Ea
st

 a
nd

 N
or

th
 A

fr
ic

a 
R

eg
io

n 
Ja

nu
ar

y 
20

04
 

8 
M

in
is

tr
y 

of
 P

la
nn

in
g 

an
d 

D
ev

el
op

m
en

t 
C

oo
pe

ra
tio

n:
 

D
ev

el
op

m
en

t 
co

op
er

at
io

n 
G

ui
de

 Ir
aq

. C
ou

nc
il 

fo
r 

In
te

rn
at

io
na

l C
oo

rd
in

at
io

n.
 

図
書

 
コ
ピ
ー

 
 

Ju
ne

 2
00

4 

9 
P

at
h 

P
ro

fil
es

 f
or

 N
or

th
er

n 
M

ic
ro

w
av

e 
R

ou
te

 
図
書

 

 

コ
ピ
ー

 
収

集
先

：I
T
P

C
 

収
集

日
：S

ep
te

m
be

r 
20

04
 

 

 10
 

 P
at

h 
P

ro
fil

es
 f
or

 S
ou

th
er

n 
M

ic
ro

w
av

e 
R

ou
te

 

 

図
書

 

 

コ
ピ
ー

 

収
集

先
：I

T
P

C
 

収
集

日
：S

ep
te

m
be

r 
20

04
 

 

 11
 

 M
ic

ro
w

av
e 

R
ou

te
 f
or

 W
es

t 
T
ig

ris
 M

ic
ro

w
av

e 
P

ro
je

ct
 

 

図
書

 

 

コ
ピ
ー

 

収
集

先
：I

T
P

C
 

収
集

日
：S

ep
te

m
be

r 
20

04
 

 

 12
 

 Fr
eq

ue
nc

y 
P

la
n 

fo
r 

W
es

t 
T
ig

ris
 M

ic
ro

w
av

e 
P

ro
je

ct
 

 

図
書

 

 

コ
ピ
ー

 

収
集

先
：I

T
P

C
 

収
集

日
：S

ep
te

m
be

r 
20

04
 

 

 



 
資料 7 機材リスト 
 

 
資料 7-1 南北基幹通信網整備計画機材リスト 
 
資料 7-2 市外電話交換網整備計画機材リスト 
 

 



資料7-1　南北基幹通信網整備計画機材リスト
種 類 仕 様 単位 数量 用途

1.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 1 南ルートバック
ボーン無線局用

1.2 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11GHz,4sys+1 ｾｯﾄ 2 同上

1.3 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 2 同上

1.4 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 2 同上

1.5  SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 4 同上

1.6 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V

48V/30A (2+1) config. Lead-Aciid
sealed batteries 200AH/48V

1.8 工事材料 式 1 同上

1.9 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

1.10 保守用測定装置 (1)RF Microwave Link Analyzer, (2)
RF Spectrum Analyzer (6-13)GHz, (3)
Scaler (0-20)GHz Network Analyzer,
(4) RF power Meter with sensors
(6L,&U, 11&13GHz)+RF attenuater set
(5) STM-1 SDH/PDH Test set with
printer, (6) Oscilloscope 500 MHz
Dual Beam (7) Frequency Counter up
to 20 GHz, (8) TV Composite signal
test set (9) Digital Multimeter set
(10) Clamp meter 500 Amp. Up to
500v set,(11) Specific Adapters &
Tools for installation (For each
station) 12.PCM-30 Test set

式 1 同上

2.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

2.2 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
2sys+1

ｾｯﾄ 1 同上

2.3 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 6 同上

2.4 SDH MUX 端局装置

   ( 6 GHz主ルート)

2.5 SDH MUX 端局装置

  (分岐ルート6GHz)

2.6 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 1 同上

2.7 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

2.8 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

2.9 工事材料 式 1 同上

2.10 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

1 Ｓ1局

南バックボーンデジタルマイクロ波無線局

設置場所

バックボーンデジタルマイクロ関連機材

同上

同上

Bayia

同上

1.7 DC電源装置 ｾｯﾄ 1

同上

同上

同上

同上

同上 同上

同上

同上

同上

Mussaiev

2.S 2局

同上 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス,2M CH Drop x 10, PCM MUX x1 ,
Sound decoder x 4)

ｾｯﾄ 1 同上 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス,2M CH Drop x 10, PCM MUX x1 ,
Sound decoder x 4)

ｾｯﾄ 2

同上

同上

同上

同上

同上

1/11



種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所
2.11 保守用測定装置 式 1 同上

3.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

3.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
3.3 SDH MUX端局装置 155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ

ス,2M CH Drop x126, PCM MUX x2 ,
ｾｯﾄ 2 同上

3.4 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 2 同上

3.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

3.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

3.7 工事材料 式 1 同上

3.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

3.9 保守用測定装置 式 1 同上

4.S4 局
4.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

4.2 SDH11GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD方式、STM-1,11GHz,2 sys+1 ｾｯﾄ 1 同上

4.3 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
4.4 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

4.5  SDH MUX 端局装置

(主ルート、6GHz)

4.6 SDH MUX 端局装置

(分岐ルート,11 GHz)

4.7 TV音声2ch 復号化装置 MPEG-1 Decoder ｾｯﾄ 3 同上

4.8 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

4.9 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

4.10 工事材料 式 1 同上

4.11 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

4.12 保守用測定装置 式 1 同上

5.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

5.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
5.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ

ス,2M CH Drop x126, PCM MUX x2 ,
34M CH Drop x 3, TV decoder with 2
Sound RX CH x 3

ｾｯﾄ 2 同上

5.4 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 2 同上

5.5 TV音声2ch 復号装置 ｾｯﾄ 2 同上

Hilla
Exchange

3 S3局

同上

同上 同上

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4

同上

同上

同上

同上

Kufa

同上

同上

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス ,34 M CH Drop x 3, TV Decoder
with 2 Sound RX CH x 3

ｾｯﾄ 1

同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス ,34 M CH Drop x 3, TV Decoder
with 2 Sound RX CH x 3

ｾｯﾄ 2 同上 同上

同上

同上

同上 同上

同上

同上

5. S5 局

同上

同上

Diwariya
Exchange

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所
5.6 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

5.7 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

5.8 工事材料 式 1 同上

5.9 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

5.10 保守用測定装置 式 1 同上

6.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

6.2 6GHzアンテナシステム （アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上

6.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 2 同上

6.4 DDF(デジタル主配線架 ｾｯﾄ 1 同上

6.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

6.6 工事材料 式 1 同上

6.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

6.8 保守用測定装置 式 1 同上

7.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

7.2 SDH11GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD方式、STM-1,11GHz,2 sys+1 ｾｯﾄ 1 同上

7.3 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
7.4 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

7.5  SDH MUX 端局装置

(主ルート、6 GHz)

7.6 SDH MUX 端局装置

(分岐ルート、11 GHZ)

7.7 TV音声2ch 復号化装置 ｾｯﾄ 3 同上

7.8 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 2 同上

7.9 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

7.10 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

7.11 工事材料 式 1 同上

7.12 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

7.13 保守用測定装置 式 1 同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

Abu Tabikh

6. S6 局

同上

同上

同上

同上

Samawa TV

同上

同上

7. S7局

同上 同上

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4

同上 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス,34 M CH Drop x 3, TV Decoder
with 2 Sound RX CH x

ｾｯﾄ 1 同上 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス,34 M CH Drop x 3, TV Decoder
with 2 Sound RX CH x 3

ｾｯﾄ 2

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所

8.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

8.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
8.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 2 同上

8.4 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

8.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

8.6 工事材料 式 1 同上

8.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

8.8 保守用測定装置 式 1 同上

9.2 SDH11GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD方式、STM-1,11GHz,1 sys+1 ｾｯﾄ 1 同上

9.3 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上

9.4 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

9.5 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
34M CH Drop x 3, TV Coder with 2
Sound TX CH x1 , TV decoder with 2
Sound RX CH x 3, Sound Coder x 1,
Sound Decoder x 4

ｾｯﾄ 2 同上

9.6 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
34M CH Drop x 3, TV Coder with 2
Sound TX CH x1 , TV decoder with 2
Sound RX CH x 3, Sound Coder x 1,
Sound Decoder x 4

ｾｯﾄ 1 同上

9.8 TV 映像/音声2CH 復号化装置 RX CH x 2 ｾｯﾄ 3 同上

9.9 音声符号化装置 ｾｯﾄ 1 同上

9.10 音声復号化装置 ｾｯﾄ 4 同上

9.11 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

9.12 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

9.13 工事材料 式 1 同上

9.14 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

9.15 保守用測定装置 式 1 同上

10.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

10.2 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上

10.3 SDH MUX 端局装置

(主ルート,6 GHz)

10.4 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

10.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

10.6 工事材料 式 1 同上

10.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

10.8 保守用測定装置 式 1 同上

8. S8局

同上

同上

Darraqdjhi

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上

同上

南ルートバック
ボーン無線局用

Nassyrian TV

9. S 9局
9.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

9.7 TV 映像/音声　2CH 符号化装置 TX CH x 1 ｾｯﾄ 1 同上 同上

同上

同上

同上

同上

Souk Al
Shiyoukn

10   S 10局

同上

同上

同上

同上

同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス) 2 M CH Drop x 10

ｾｯﾄ 2 同上 同上

同上

同上

同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所

11.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

11.2 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上

11.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 2 同上

11.4 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

11.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

11.6 工事材料 式 1 同上

11.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

11.8 保守用測定装置 式 1 同上

12.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 南ルートバック
ボーン無線局用

12.2 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上

12.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 2 同上

12.4 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

12.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

12.6 工事材料 式 1 同上

12.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

12.8 保守用測定装置 式 1 同上

13.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 1 南ルートバック
ボーン無線局用

13.2 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 2 同上

13.3  SDH MUX端局装置

(主ルート、6 GHz)

13.4 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 9 同上

13.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

13.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

13.7工事材料 式 1 同上

13.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

13.9 保守用測定装置 式 1 同上

1.2 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11GHz,2 sys+1 ｾｯﾄ 1 同上

1.3 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
1.4 11GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）

11   S 11局

同上

同上

Ghabaychia

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

Nikaiyia

12   S 12局

同上

同上

同上

同上

Basra
Exchange
同上

同上

13   S 13局

同上 同上

同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス),2M CH Drip x189, PCM MUX x9

ｾｯﾄ 1

同上

同上

同上

同上

同上

北バックボーンデジタルマイクロ波無線局

北ルートバック
ボーン無線局用

Mamoun
Exchange

1. N1 局
1.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 1

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 2 同上 同上

同上FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所
1.5  SDH MUX端局装置

(主ルート,6 GHz)

1.6 SDH MUX端局装置

（分岐ルート,11 GHz）

1.7 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 9 同上

1.8 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

1.9 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

1.10 工事材料 式 1 同上

1.11 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

1.12 保守用測定装置 式 1 同上

2.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

2.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
2.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 2 同上

2.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 9 同上

2.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

2.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

2.7 工事材料 式 1 同上

2.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

2.9 保守用測定装置 式 1 同上

3.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

3.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
3.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 2 同上

3.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

3.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

3.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

3.7 工事材料 式 1 同上

3.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

3.9 保守用測定装置 式 1 同上

4.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

4.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
4.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)

2M CH Drop x 126, PCM MUX x1
ｾｯﾄ 2 同上

4.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

4.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

4.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

4.7 工事材料 式 1 同上

4.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

4.9 保守用測定装置 式 1 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス),2M CH Drip x189, PCM MUX x9

ｾｯﾄ 1 同上 同上

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス),2M CH Drip x189, PCM MUX x9

ｾｯﾄ 1

同上

同上

同上 同上

同上

同上

2. N2 局

同上

同上

Tarmiya

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上

同上

同上

3. N3 局

同上

同上

Balado

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上

同上

同上

4. N4 局

同上

同上

Samara

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所

5.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

5.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
5.3 SDH MUX端局装置

(主ルート, 6 GHz)

5.4 PCM MUX 端局装置 30 ch FXS/FXD ｾｯﾄ 2 同上

5.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

5.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

5.7 工事材料 式 1 同上

5.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

5.9 保守用測定装置 式 1 同上

6.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

6.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
6.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)

2M CH Drop x 63, PCM MUX x 1
ｾｯﾄ 1 同上

6.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

6.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

6.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

6.7 工事材料 式 1 同上

6.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

6.9 保守用測定装置 式 1 同上

7.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

7.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
7.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス) ｾｯﾄ 1 同上

7.4 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

7.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

7.6 工事材料 式 1 同上

7.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

7.8 保守用測定装置 式 1 同上

8.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

8.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
8.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)

2M CH Drop x 63, PCM MUX x 1
ｾｯﾄ 2 同上

8.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

8.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

8.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

8.7 工事材料 式 1 同上

8.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

5. N5 局

155M/2M MUX DDF (2M インターフェイ
ス),2M CH Drip x126, PCM MUX x2 ,

ｾｯﾄ 3

Tikrit

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上 同上

同上

同上

6. N6 局

同上

同上

Baiji

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上

同上

同上

7. N7 局

同上

同上

Fatha

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上 同上

同上

同上

同上

同上

Shirqat

8. N8 局

同上

同上

同上 同上

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4

同上

同上

同上

同上

同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所
8.9 保守用測定装置 式 1 同上

9.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

9.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
9.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)

2M CH Drop x 63, PCM MUX x 1
ｾｯﾄ 4 同上

9.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

9.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

9.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

9.7 工事材料 式 1 同上

9.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

9.9 保守用測定装置 式 1 同上

10.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 2 北ルートバック
ボーン無線局用

10.2 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4 同上

10.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x 63, PCM MUX x 1

ｾｯﾄ 2 同上

10.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

10.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

10.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

10.7 工事材料 式 1 同上

10.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

10.9 保守用測定装置 式 1 同上

11.2 SDH11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11GHz,1 sys+1 ｾｯﾄ 1 同上

11.3 6GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 2 同上

11.4 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

11.5 SDH MUX 端局装置

(主ルート,6 GHz)

11.6 SDH MUX 端局装置

(分岐ルート,11 GHz)

9. N9 局

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 4

Qayara

同上

同上

同上 同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

Mashraq

10. N10 局

同上

同上

同上

同上

11. N11 局

同上

同上

同上

同上

11.1 SDH6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
4sys+1

ｾｯﾄ 1 北ルートバック
ボーン無線局用

Mosul TV

West Tigris

155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x 2,34M CH Drop x2, TV
Coder with 2 Sound TX CH x1 , TV
Decoder with 2 Sound RX CH x 3,
Sound Coder x2, Sound Decoder x4

ｾｯﾄ 1

同上

155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x 2,34M CH Drop x2, TV
Coder with 2 Sound TX CH x1 , TV
Decoder with 2 Sound RX CH x 3,
Sound Coder x2, Sound Decoder x4

ｾｯﾄ 1 同上 同上

同上 同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所

11.8 TV 映像/音声2CH 復号化装置 RX CH x 3 ｾｯﾄ 3 同上

11.9 音声符号化装置 MPEG-1 Coder ｾｯﾄ 2 同上

11.10 音声復号化装置 MPEG-1 Decoder ｾｯﾄ 4 同上

11.11 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

11.12 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

11.13 工事材料 式 1 同上

11.14 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

11.15保守用測定装置 式 1 同上

1.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11GHz,4 sys+1 ｾｯﾄ 1 南SPURルート無線
局用

1.2 SDH11GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD方式、STM-1,11GHz,2 sys+1 ｾｯﾄ 1 同上

1.3 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD, 11 GHz帯 ｾｯﾄ 2 同上

1.4  SDH MUX 端局装置

(11 GHz)

1.5 SDH MUX 端局装置

(11 GHz)

1.6 TV 映像/音声　2CH 符号化装置 TX CH x 1 (PAL to MPEG-2) ｾｯﾄ 6 同上

1.7 TV 映像/音声2CH 復号化装置 RX CH x 3 (MPEG-2 to PAL) ｾｯﾄ 6 同上

1.8 音声符号化装置 MPEG-1 Coder ｾｯﾄ 16 同上

1.9 音声復号化装置 MPEG-1 Decoder ｾｯﾄ 6 同上

1.10 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

1.11 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

1.12 工事材料 式 1 同上

1.13運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

1.14 保守用測定装置 式 1 同上

11.7 TV 映像/音声　2CH 符号化装置 TX CH x 1 ｾｯﾄ 1

同上

同上

同上 同上

同上

同上

同上

同上

南SPURデジタルマイクロ波無線局

同上

同上

Baghdad TV

同上

1. N/S1-1 局

同上

155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x3,34M CH Drop x 3, TV
Coder with 2 Sound TX CH x3, TV
Decoder with 2 Sound RX CH x 3,
Sound Coder x8, Sound Decoder x3

ｾｯﾄ 1 同上 同上

同上 同上

同上

155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x3,34M CH Drop x 3, TV
Coder with 2 Sound TX CH x3, TV
Decoder with 2 Sound RX CH x 3,
Sound Coder x8, Sound Decoder x3

ｾｯﾄ 1

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

9/11



種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所

2.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11 GHz, 4sys+1 ｾｯﾄ 1 南SPURルート無線
局用

2.2 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD,11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

2.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x189, PCM MUX x12

ｾｯﾄ 1 同上

2.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 12 同上

2.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

2.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

2.7 工事材料 式 1 同上

2.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

2.9 保守用測定装置 式 1 同上

4.1 SDH 6GHzデジタルマイクロ波無線
装置

FD+SD方式、STM-1,U6GHz,長距離(50km)
2 sys+1

ｾｯﾄ 1 南SPURルート無線
局用

4.2 6GHzアンテナシステム

（アンテナ、フィーダ、デハイドレー
タ）
4.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)

2M CH Drop x128, PCM MUX x 1
ｾｯﾄ 1 同上

4.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 1 同上

4.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

4.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

4.7 工事材料 式 1 同上

4.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

4.9 保守用測定装置 式 1 同上

5.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11 GHz, 2sys+1 ｾｯﾄ 1 南SPURルート無線
局用

5.2 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD,11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

5.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x189, PCM MUX x2,

ｾｯﾄ 1 同上

5.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 2 同上

5.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

5.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

5.7 工事材料 式 1 同上

5.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

5.9 保守用測定装置 式 1 同上

6.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11 GHz, 2sys+1 ｾｯﾄ 1 南SPURルート無線
局用

6.2 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD,11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

6.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x63, PCM MUX x2

ｾｯﾄ 1 同上

6.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 2 同上

6.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

6.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

6.7 工事材料 式 1 同上

6.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

6.9 保守用測定装置 式 1 同上

同上

同上

Sink
Exchange

2. S1-2 局

同上

同上

同上

同上

4. S2-2 局

同上

同上

FD+SD,6GHz帯 ｾｯﾄ 2

Kerbarah
Exchange

同上

同上

同上 同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

Nadjaf
Exchange

5 S4-1 局

同上

同上

同上

同上

6. S7-1 局

同上

同上

同上

同上

Samawa
Exchange
同上

同上

同上

同上

同上

同上
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種 類 仕 様 単位 数量 用途 設置場所

7.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11 GHz, 2sys+1 ｾｯﾄ 4 南SPURルート無線
局用

7.2 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD,11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

7.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x189, PCM MUX x2

ｾｯﾄ 1 同上

7.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 3 同上

7.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

7.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

7.7 工事材料 式 1 同上

7.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

7.9 保守用測定装置 式 1 同上

9.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11 GHz, 1 sys+1 ｾｯﾄ 1 南SPURルート無線
局用

9.2 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD,11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

9.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x 10,  1sys +1

ｾｯﾄ 1 同上

9.4 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

9.5 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

9.6 工事材料 式 1 同上

9.7 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

9.8 保守用測定装置 式 1 同上

2.1 SDH 11GHzデジタルマイクロ波無
線装置

FD方式、STM-1,11 GHz,4 sys+1 ｾｯﾄ 1 北SPURルート無線
局用

2.2 11GHzアンテナシステム（アンテ
ナ、フィーダ、デハイドレータ）

FD,11 GHz帯 ｾｯﾄ 1 同上

2.3 SDH MUX 端局装置 155M/2M MUX DDF(2Mインターフェイス)
2M CH Drop x189, PCM MUX x 8

ｾｯﾄ 1 同上

2.4 PCM MUX 端局装置 30 CH FXS/FXO ｾｯﾄ 8 同上

2.5 DDF(デジタル主配線架) ｾｯﾄ 1 同上

2.6 DC電源装置 RECT装置(n+1),入力AC220v,出力DC48V ｾｯﾄ 1 同上

2.7 工事材料 式 1 同上

2.8 運用保守予備品 PCB予備品、消耗品（5％ 2年間） 式 1 同上

2.9 保守用測定装置 式 1 同上

1. アンテナ取り付け工事治具 ウインチ等 式 4

2. 運用・保守マニュアル デジタルマイクロ波伝送システム取り
扱い説明書（英文）

ｾｯﾄ 32

3. 設置工事図面 施工図面、現地調整試験実施要領 ｾｯﾄ 32

Nassyriah
Exchange
同上

7. S9-1 局

同上

同上

同上

同上

同上

9. S 10-2 局

同上

同上

同上

同上

Souq Al
Shiyoukn
同上

同上

同上

同上

同上

Mosul
Exchange

2. N11-1局

北SPURデジタルマイクロ波無線局

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

同上

Baghdad
(Warehouse)

その他
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資料7-2　市外電話交換網整備計画機材リスト
種 類 仕 様 単位 数量 設置場所

1.1.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：20,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Baghdad I局

1.1.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.1.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.1.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.1.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.1.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.1.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.1.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.1.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.1.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.1.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.1.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.2.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：20,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Baghdad II
局

1.2.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.2.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.2.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.2.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.2.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

用 途
1. 中継市外交換設備機材
1.1 Baghdad I局

中継・市外回線交換

同上

無停電・安定化電源及び非
常用

交流から直流への変換

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験

直流配線用

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

直流配線用

1.2 Baghdad II局
中継・市外回線交換

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

保守用
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種 類 仕 様 単位 数量 設置場所用 途
1.2.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその

ラックを含む
式 1 同上

1.2.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.2.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.2.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.2.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.2.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.3.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：20,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Mosul局

1.3.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.3.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.3.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.3.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.3.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.3.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.3.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.3.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.3.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.3.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.3.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.4.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：10,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Kerbarah局

1.4.2 DDF

（デジタル集配線架）

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）
交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

1.3 Mosul局

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

中継・市外回線交換

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）
交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

直流配線用

保守用

架設・配線工事用

保守用

1.4 Kerbarah局
中継・市外回線交換

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

交換機設置用配置・配線等
図面
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種 類 仕 様 単位 数量 設置場所用 途
1.4.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.4.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.4.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.4.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.4.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.4.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.4.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.4.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.4.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.4.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.5.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：15,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Hilla局

1.5.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.5.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.5.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.5.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.5.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.5.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.5.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.5.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.5.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

直流配線用

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）
交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

1.5 Hilla局

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

中継・市外回線交換

直流配線用

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）
交換機用ソフトウエア
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種 類 仕 様 単位 数量 設置場所用 途
1.5.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.5.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.6.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：10,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Najaf局

1.6.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.6.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.6.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.6.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.6.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.6.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.6.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.6.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.6.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.6.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.6.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.7.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：10,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Diwariya局

1.7.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.7.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.7.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.7.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

直流配線用

1.6 Najaf局
中継・市外回線交換

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）

交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

1.7 Diwariya局

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

中継・市外回線交換

直流配線用

4/7



種 類 仕 様 単位 数量 設置場所用 途
1.7.6保守用工具・計測
器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.7.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.7.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.7.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.7.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.7.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.7.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.8.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：10,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Samawa局

1.8.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.8.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.8.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.8.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.8.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.8.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.8.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.8.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.8.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.8.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.8.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）
交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換

直流配線用

1.8 Samawa局
中継・市外回線交換

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）

交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

1.9 Nasirya局
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種 類 仕 様 単位 数量 設置場所用 途
1.9.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：10,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Nassyriah局

1.9.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.9.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.9.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.9.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.9.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.9.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.9.8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.9.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

1.9.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.9.11 運用・保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.9.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

1.10.1 デジタル中継・
市外交換機

総収容回線数：20,000チャンネル（80％
はBothway）、トラフック容量：0.8E/
チャンネル、80％はNo.7信号方式、20%
はR2MFC信号方式、Stored Programme
Control （SPC)方式、平均呼保留時間
150秒

ｾｯﾄ 1 Basra局

1.10.2 DDF

（デジタル集配線架）

1.10.3 蓄電池 密閉型、交換機8時間供給容量 ｾｯﾄ 1 同上

1.10.4 整流器 浮動（Floating Charge）型 ｾｯﾄ 1 同上

1.10.5 DC分電盤 DC48V供給 ｾｯﾄ 1 同上

1.10.6 保守用工具・計
測器

ラッピング・ツール、半田ごて、標準工
具（ドライバー、ニッパー、ペンチ
等）、クランプ型AC/DCメーター、シン
クロスコープ、携帯型テスター

式 1 同上

1.10.7 工事材料 フリーアクセス床、ケーブル及びその
ラックを含む

式 1 同上

1.10 8 保守用部品・消
耗品

電源、交換機、プリンター等2年分 式 1 同上

1.10.9 局用データ 設置局毎の交換機運用データ 式 1 同上

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

無停電・安定化電源及び非
常用

交流から直流への変換

中継・市外回線交換

直流配線用

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）
交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面

直流配線用

1.10 Basra局
中継・市外回線交換

パッチング型、交換機容量対応 式 1 デジタル回線の切分け試験 同上

保守用

架設・配線工事用

保守用

交換機用データ（トラン
ク、ルート等）

無停電・安定化電源及び非
常用
交流から直流への変換
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種 類 仕 様 単位 数量 設置場所用 途
1.10.10 ソフトウエア
（SPC対応）

入力処理、内部処理、出力処理プログラ
ムはモジュール構成、CHILL言語又はC言
語にて作成、プログラムの追加・修正が
容易であること。

式 1 同上

1.10.11 運用 ･保守マ
ニュアル

言語は英語 ｾｯﾄ 1 同上

1.10.12 工事設計図面 A4或いはA3、言語は英語 ｾｯﾄ 5 同上

交換機用ソフトウエア

交換機用保守・運用説明書

交換機設置用配置・配線等
図面
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